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1 . はじめに

地震国である日本において、耐震設計法が強

化改訂された昭和56年以前の不適格既存建物の

耐震改修を進めることは地震被害低減のために

重要である。なかでも、学校施設は、児童生徒

等が一日の大半を過ごす活動の場であるとともに、

地域の防災拠点に指定されている公共建築の約

60%を占めており、地震等の災害発生時には地

域住民の応急的な避難場所としての役割を果た

すことが求められ、その耐震診断・耐震補強の

重要性は高い。

しかし、文部科学省が平成19年4月に行った公

立学校施設の耐震改修状況調査1)によると、小中

高等学校の半数程度のみ耐震性の確保がなされ

ているのが現状である。これらは昭和56年の新

耐震設計法導入以前に竣工された建物が全体の

約60%を占めていることが原因で、そのうち約

20%が耐震診断さえ行われていない。

本研究では、栃木県建築士事務所協会耐震診断・

補強計画判定会叫こ提出された栃木県内の鉄筋コ

ンクリート造学校建築を採り挙げ、耐震診断が

行われた建物と耐震診断後その結果を基に耐震

補強計画が行われた建物（自治体予算計J::済み建物）

について、耐震性能の現状を把握し、再建築費

に対する耐震補強費用効果についての検討を行い、

この検討結果に基づき概算耐震補強費用算定式

の提案を行っている。

2. 耐震診断

構造耐震指標Isの算定式を表1に示す。耐震診

断は、日本建築防災協会の既存鉄筋コンクリー

ト造建物の耐震診断基準3)で行われている。診断

方法には、 1次、 2次、 3次の診断方法があり、次
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表 1 構造耐震指標Isと耐震判定指標Iso

Is = C XFX SDX T~Iso = 0. 7 
Is : 構造耐震指標 Iso : 構造耐窟判定指標

C: 強度係数 F: 靱性係数

地：建物形状によ る耐展強度低減係数

T: 経年劣化による低減係数

表2 公立学校建物の耐震化率（文科省H19.4)

学校種別 小学校 I中学校 高等学校 合計

施設数 22、607I 10, 190 4,045 36,842 
棟数 (A) 129,559 31,087 160,646 

建築年 1S56午以前(B) 80,762 18,877 99,639 
1S57年以降 (C) 48,797 12,210 60,007 

耐震診断実施済棟数(D) 72, 167 16,650 88,817 
（耐震診断実施率 (D/B)) (89%) (88%i (89%) 
耐展補強済棟数 (E) 27, 126 6,714 33,840 
（耐哀化率 (E+C/A)) (59%) (61%) (58%) 

■ S57年以降建物 口補強済みで補強必要なし

口耐展性がないもので未改修 口耐展診断未実施姪物

S 57年以降の述物 S 56年以前建物

「耐蚕性がないもので末改修」のうち 2次診

を行った 19,343棟の危険度

12344 
(63.8%) 
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図1 公立小中学校倒壊の危険性（文科省H19.4)

表 3 栃木県内公立学校建物の耐震化率

学校種別 小学校 I中学校 高竿学校 合計

施設数 419 I 170 74 663 
棟数 (A) 1,802 60D 2,407 

建築年 1S56年以前(B) 1,009 386 1,395 
1S57年以降 (C) 793 219 1,012 

耐腰診断実施済棟数 (D) 943 142 1,085 
（耐痕診断実施率 (D/B)) (94%) (37%) (79%) 

耐震補強済棟数 (E) 146 88 234 
（耐震化率 (E+C/A)) (52%) (51%) (52%) 
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数が上がるほど診断精度は高くなる。

診断は構造耐震指標Isを求め、判定値Isoとの

比較により判定される。ここで、 Is指標は、建物

の部材から求められる強度指標Cと靱性指標Fに、

建物形状や部材配置などの耐震的なバランスの

良否による形状指標Snおよび構造の経年劣化を

評価する経年指標Tを考慮して算出される。なお、

栃木県内学校建築の診断の構造耐震判定指標Iso

は0.7が定められている。

また、栃木県での耐震診断は、平成7年度から

15年度までは 3次診断が行われていたが、平成

16年度より文部科学省の耐震診断助成が2次診

断のみの指定となったため、この年度より以降

すべて2次診断で行われている。

3. 栃木県内学校施設の耐震診断・補強の現状

文部科学省が調査を行った公立学校施設の耐

震診断実施率．耐震化率の現状を、全国及び栃

木県の結果について、それぞれ表2、表3に示す。

全国の耐震診断実施率は89%、耐震化率は58%

となっている。栃木県内の建物棟数は小中学校

1,802棟、高等学校605棟で、計2,407棟となっ

ている。昭和56年以前に竣工された棟数は1,395

棟であり、約60%を占めている。そのうち、耐

震診断実施済の棟数は1,085棟であり、耐震診断

実施率は79%となっている。また、耐震性あり

及び既に耐震補強済の棟数は234棟であり、耐震

化率は52%となっている。表2中の高等学校を

除く全国小中学校についての耐震性の詳細を図

1に示す。簡易耐震診断を行い耐震性が低いと

判断された、 45,041棟の2次診断結果は“危険性

あり”、 “倒壊までの危険性あり”がそれぞれ

約64%、約22%を示している。

文部科学省が公立学校施設の耐震改修状況を

公開した平成17年度以降の栃木県の耐震診断実

施率、耐震化率の推移を図 2に示す。耐震診断

実施率は平成17年度の38%から79%へ大幅な伸

びが確認できるが、耐震化率については平成17

年度の47%から平成19年度の52%とそれほど改

善されていないことが確認できる。

4. 検討対象建物

本研究では、栃木県建築士事務所協会耐震診断・

補強計画判定会叫こ提出された3次診断205棟(H
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表4 栃木県の耐震診断・耐震補強棟数（診断次数別）
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図4 耐震補強工法の概要
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7-15)と、 2次診断193棟(H16-19)、計398棟を

対象とし、主に2次診断が行われた193棟につい

て検討を行っている。これらの判定会に提出さ

れた棟数を表4に示す。括弧内は耐震診断後に耐

震補強が行われた棟数で、平成20年1月現在133

棟が耐震補強済みである。

5. 補強以前の耐震性能

耐震性が低い値を示す桁行方向の耐震補強前

のIsの分布を 2次診断、 3次診断結果を併せて図

2に示す。 Isの分布は3次診断で0.35、2次診断

で0.45前後の値が最も多い。また、約80%の建

物がIso=0.7を下回っており、耐震補強を必要と

している。

6. 耐震補強工法と補強後の耐震性能

栃木県内で実際に採用されている耐震補強工

法の概要図を図4に、エ法別割合を図5に示す。

補強工法としては、鉄骨ブレース増設(SW)、鉄

筋コンクリート耐震壁(RW)、腰壁付き柱へのス

リット設置(S)、既存壁開口部の改修(K)、袖壁増

設(CW)、既存壁に増打ち(M)、既存壁撤去(T)、柱

補強(C)が採用されている。 2次診断193棟の耐

震補強に採用されている補強種別の割合（補強種

別毎の総箇所／全建物の補強総箇所）は、鉄骨ブレ

ース増設(SW)が46.9%と約半数を占め、次にス

リット設置(S)が25.8%、RC造耐震壁増設(RW)が

17.4%となっている。

耐震補強前後のIsの関係を図6に示す。耐震補

強後のIsは0.7付近に分布しており、過剰な補強

はほとんど無く、補強が適当であることを示し

ている。

7. 耐震補強費用効果

耐震補強費用を栃木県内の耐震補強計画案概

算費用算出に用いられる積算資料叫こよって求め

た。 エ法別の耐震補強費用を表 5に示す。補強

工法当たりの単価は、標準的なスパン7210mm、

階高3150mmの鉄骨ブレース増設で350万円、

鉄筋コンクリート造耐震壁増設で150万円となっ

ている。

高橋等5,6)が提案する耐震補強費用効果指標Sc

を表6に示す。建物の耐用年数は、既存建物で

60年、新築建物で47年とし、残余年数は60年—

T 
CW 1. 茂

K -、21%-¥: ./ ~ 心
C 
2.6% ,,、

3.3% ―ー

SW鉄骨ブレース増設
s : スリット設置
呻 ．鉄筋コンクリート耐震壁
K : 既存壁開口部の改修

SW I CW: 袖壁増設
46.9~ T : 既存壁撤去
c柱補強
M : 既存壁に増し打ち

I 2次診断 193棟 I 

図5 補強方法のエ法別割合
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図6 耐震補強前後の構造耐震指標Is

表 5 耐震補強費用の概算値（千円）

補強方法 補強費 備考

RC造増設壁 1500 壁寸法 H3150XW7210 

鉄骨プレース増設壁 3500 壁寸法 H3150XW7210 

袖壁増設 300 袖墜寸法 H3150XW1000 

増打璧 1500 壁寸法 H3150XW7210 

柱補強 400 一本（鋼板、炭素繊維巻）

既存開放部の改修 200 開放寸法 Hl500XW2000 

既存壁撤去 60 5rrl程度の既存壁撤去

スリット設置 25 スリット高さ Hl500 

表6 耐震補強費用効果指標Sc

SC= y X 

補強費用

残余年数

再雉築脊脊用X躯体係数

耐用年数

Sc: 耐宦補強費用効果指標、 ッ：補止係数(=l.O) 

耐用年数：既存建物(60年） 新築建物(47年）

残余年数：60i戸経過年数

躯体係数： 施工費の構造躯体が占める割合(25%)

再建築晋用： 80万円／坪



154 高橋純一・上野真宏

建物の経過年数として求めた。また、再建築費

用は、栃木県の建物を参考に坪当たり80万円と

した。躯体係数は施工費の構造躯体が占める割

合として25%とした。以上の条件により耐震補

強費用効果指標Scの算出を行い、表7に示す判

定基準によって検討を行った。

Scの値が1.0より大きい場合は、単位年数当た

りの補強費用が再建築費用を上回ることを示し

ている。ここでは、 Sc<0.3の場合、補強効果か

大きく、 0.3~Sc<0.7の場合、補強効果が適正、

0.7~Sc<LOの場合、補強効果が少なく、 1.0~

Scの場合、補強計画に疑問がある、と判定して

いる。

2次診断結果193棟の、構造耐震指標Isと耐震

補強費用効果指標Scの関係を図7に示す。 Scが

1.0を越える建物が1%、1.0を下回り0.7を越える

ものが8%、0.7を下回り0.3を越えるものが32%、

0.3%を下回るものが59%となっている。大部分

の建物が、 Sc=0.7を下回っており、補強効果が

適正であると判断できる。また、全建物のScの

平均値は0.28となっている。

この耐震補強費用効果指標Scの判定基準につ

いては、さらに検討を行う必要があると考えて

いる。

桁行方向における構造耐震指標Isと単位床面積

当りの補強費用の関係を図 8に示す。梁間方向

については、教室を区画するために耐震璧が配

置されており、耐震補強を行わなくてもよい場

合が多く、耐震補強を行う場合も僅かであるの

で検討結果を割愛する。ここでは、一般的な学

校建築である一文字型の校舎160棟の桁行方向に

ついて検討を行っている。図中に示す近似直線は、

構造耐震指標Isが0.3以下になった場合、耐震補

強を行わずに取り壊しの対象となるため、 Isの

範囲を0.3~Is~0.7 としている。同図には、 2次

診断が行われた全193棟についての近似直線も波

線で併記して示す。 一文字校舎に比べて僅かに

低い値を示している。

ここで、 一文字校舎160棟で求められた近似直

線を概算耐震補強費用算定式として提案する。

この概算費用算定式を表8に示す。この範囲内

での近似直線の単位床面積当りの補強費用は、

-38.2Is+26.8 (千円/m)となる。これは、構造

耐震指標Isが0.3の場合、 0.7へ改善するために単

表7 耐震補強費用効果指標Scの判定基準

Sc 判定

1.0~Sc 補強計画に疑問

0.7~Sc<LO 補強効果が少ない

0.3~Scく0.7 補強効果が適正

Scく0.3 補強効果が大きい
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表8 概算耐震補強費用算定式

概算耐震補強費用算定式 SSC

SSC (千円/m2)= -38.2 Is + 26.8 

ここで、 Isは構造耐震指標

ただし 、 0.3 ~ Is ~0.7
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位床面積当り15.3(千円）を必要とすることを示し

ている。さらに、 0.3~Is~0.7の範囲内であれば、

Is=0.3の補強費用15.3(千円）より診断Is値と0.7の

差に3.8(千円）を乗じた値を軽減した補強費用を

必要とすることを示している。

8. おわりに

栃木県内における既存鉄筋コンクリート造学

校建築の 2次耐震診断及び耐震補強が行われた

193棟の資料より、これらの耐震性能の現状とそ

の構造耐震指標Isと耐震補強費用効果指標Scと

の関係を検討することができた。

栃木県内の学校建物は構造耐震指標Isが要求値

である0.7を下回るものが約80%を占めている。

耐震診断実施率、耐震化率の現況としては、全

国平均に比べ下回った結果となっている。近年、

耐震診断実施率はこれまでに比べて大幅に改善

されており、さらなる耐震化率の改善が望まれる。

ここで示した概算耐震補強費用算出式によっ

て簡易的ではあるが、耐震診断によって求めら

れた構造耐震指標Isから耐震補強概算費川を求め

ることが可能である。耐震化が進まない大きな

原因に、費用の問題が挙げられる。この提案式

により各学校の耐震補強費用のみでなく、県や

市町村等の各自治体が所有するすべての学校の

耐震補強費用を求めることが可能であり、各々

の自治体の施設整備に関する予算の算出に利用

できるものと考える。

また、耐震補強費用効果指標Scは耐震補強を

行う優先順位の決定や、耐震補強を行うか、行

わずに建替えるかを決定する際の一つの判断基

準として有用な指標と考える。

立小中学校の建物については、市町村に対し耐

震診断の実施と耐震診断結果（各建物毎のIs値

等の耐震性能）の公表を義務づける等の措置を

行った。

また、東京都叫ま、 Is値が0.3未満の建物は

2010年度までに、 Is値が0.3,....,0.7までの建物は

2012年度までに耐震化を行う目標を掲げ、それ

ぞれに、国の補助の他の残り3.3%と上限1万4千

円Imぽでと、国の補助の他起積が37.5%可能な

ため、残り12.5%を補助することとしている。

これらの措置が海外の地震被害により行われ

たことは残念であるが、これらの措置により、

学校建物の耐震改修が促進されることは喜ばし

いことといえる。
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